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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第150期

第２四半期連結
累計期間

第151期
第２四半期連結
累計期間

第150期
第２四半期連結
会計期間

第151期
第２四半期連結
会計期間

第150期

会計期間

自平成20年
４月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
４月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
７月１日
至平成20年
９月30日

自平成21年
７月１日
至平成21年
９月30日

自平成20年
４月１日
至平成21年
３月31日

売上高（百万円） 22,735 20,444 11,543 10,473    40,999

経常利益又は

経常損失（△）（百万円）
△300 465 △100 320     △1,755

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円）
△519 228 △271 174     △321

純資産額（百万円） － － 8,867 10,552    8,394

総資産額（百万円） － － 55,968 47,946    47,747

１株当たり純資産額（円） － － 189.84 192.71    182.22

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△12.24 4.66 △6.40 3.43     △7.57

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － －     －

自己資本比率（％） － － 14.4 20.5     16.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△983     1,971 － －     △1,595

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
278     300 － －     5,951

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,021     △486 － －     △5,825

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
－ － 2,357 4,303     2,445

従業員数（人） － － 1,371 1,313     1,330

　（注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  第150期第２四半期連結累計期間、第150期第２四半期連結会計期間及び第150期における潜在株式調整後１

株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失で

あるため記載しておりません。

４　第151期第２四半期連結累計期間及び第151期第２四半期連結会計期間における潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

３【関係会社の状況】

　当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 1,313(278)

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。

２　臨時従業員は、パートタイマー契約などの従業員であり、派遣社員を除いております。

(2）提出会社の状況

 平成21年９月30日現在

従業員数（人） 377 (13)

　（注）１　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第２四半期会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。

２　臨時従業員は、パートタイマー契約などの従業員であり、派遣社員を除いております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
　　至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）　

プラスチック材料加工事業（百万円） 5,808 △9.2

製紙・塗工紙関連事業（百万円） 1,991 △36.1

合計（百万円）  7,799 △18.0

(2）受注状況

　当社グループ（当社及び連結子会社）は一般市況及び直接需要を勘案して生産を行っております。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
　　至　平成21年９月30日）

前年同四半期比（％）

プラスチック材料加工事業（百万円） 6,888 △6.2

製紙・塗工紙関連事業（百万円） 3,558 △13.7

その他の事業（百万円） 26 △64.5

合計（百万円） 10,473 △9.3

　（注）１．販売金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　なお、当四半期報告書提出日現在において、前事業年度の有価証券報告書における事業等のリスクに記載した「継続

企業の前提に関する重要事象等」につきましては、下記のとおりとなっております。 

①２期連続の連結経常赤字

　当第２四半期連結会計期間の連結経常損益は、当第１四半期連結会計期間に引き続き黒字を計上しております。

②財務制限条項抵触による一括返済請求

　平成21年10月９日付けでシンジケートローン変更契約を締結した結果、財務制限条項への抵触事項が解消されま

した。　

　 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用関

連会社）が判断したものであります。

 

（１）業績の状況　

　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年秋に発生した世界的な景気後退の影響で雇用情勢に依

然として厳しさを残すものの、在庫調整の一巡や経済対策の効果に加え、中国経済が好調に推移するなど対外経

済環境が改善していることから、景気は底打ちして緩やかながら持ち直しています。　

　このような経済状況の下、当社グループの主力事業であるフラットパネルディスプレイ（以下ＦＰＤと略す。）

関連製品や半導体関連製品は、前年度の第４四半期会計期間を底として受注環境が好転した結果、売上高が回復

するなど明るい兆しが見えました。一方、製紙・塗工紙製品は、市況回復が予想外に進まず低調な受注に終始しま

した。この結果、当第２四半期連結会計期間における売上高は、前年同期に比べ1,070百万円減収の10,473百万円

（△9.3％）となりました。

　利益面につきましては、主力事業の製品受注が回復基調になる中で、労務費削減を含む総合的な経営合理化策の

効果が表れたことから、当第２四半期連結会計期間における営業利益は、前年同期に比べ285百万円増益の303百

万円となり、経常損益は前年同期に比べ420百万円増益の320百万円の経常利益となりました。また、四半期純損益

は前年同期に比べ446百万円増益の174百万円の四半期純利益となりました。

　事業の種類別セグメントの業績は以下のとおりであります。

①　プラスチック材料加工事業

　ＦＰＤ関連製品は、受注が回復するとともに拡販に努めたことから好調に推移しました。半導体関連製品は、

受注は着実に回復したものの前年同期比では減収となりました。この結果、当第２四半期連結会計期間におけ

る売上高は6,888百万円（前年同期比△6.2％）となりました。

　プラスチック材料加工事業の利益面につきましては、収益改善対策の効果が大きく表れ、営業損益は前年同期

に比べ289百万円改善され、営業利益は317百万円となりました。

②　製紙・塗工紙関連事業

　製紙・塗工紙関連事業は、厳しい市況を反映し主力製品の販売が低調に推移しました。この結果、当第２四半

期連結会計期間における売上高は3,558百万円（前年同期比△13.7％）となりました。

　製紙・塗工紙関連事業の利益面につきましては、収益改善対策を推進したものの、売上高減少の影響を受けた

ことから、当第２四半期連結会計期間の営業損益は前年同期に比べ２百万円悪化し、38百万円の営業損失とな

りました。

③　その他の事業

　売上高は26百万円（前年同期比△64.5％）となり、営業利益は７百万円（前年同期比△31.6％）となりまし

た。

　所在地別セグメントの業績は以下のとおりであります。

①　日本

　売上高は8,595百万円（前年同期比△11.7％）となりました。営業損益につきましては前年同期比に比べ379

百万円改善され、318百万円の営業利益となりました。

②　北米

　売上高は1,054百万円（前年同期比△7.4％）となりました。営業利益は０百万円（前年同期比△99.0％）と

なりました。 

③　欧州

　売上高は286百万円（前年同期比39.0％）となりました。営業利益は６百万円（前年同期比52.2％）となりま

した。

④　アジア

　売上高は537百万円（前年同期比14.3％）となりました。営業利益は13百万円（前年同期比△36.6％）となり

ました。
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（２）キャッシュ・フローの状況

 当第２四半連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ414百万円増加

し、4,303百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権が784百万円増加したものの、税金等調整前四半期純利益の

計上310百万円に加え、仕入債務が725百万円増加したことなどにより1,979百万円の増加し、前年同期と比べ

1,300百万円の増加となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出が237百万円あったものの、定期預金

の払戻による収入が700百万円あったことなどから463百万円の増加し、前年同期と比べ151百万円の増加とな

りました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出が2,456百万円あったことなどから、

2,008百万円の減少となりましたが、前年同期と比べ91百万円の支出の減少となりました。

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変　

　更はありません。

（４）研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、244百万円であります。

　なお、当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第２四半期連結会計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しにつ

いて重要な変更はありません。

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、47,946百万円で、前連結会計年度末に比べ198百万円の増

加となりました。流動資産は23,226百万円で、前連結会計年度末に比べ1,721百万円の増加となり、その主な要

因は受取手形及び売掛金が増加したことによるものです。固定資産は24,719百万円で、前連結会計年度末に比

べ1,522百万円の減少となり、その主な要因は償却による有形固定資産の減少と繰延税金資産の減少によるも

のです。

　負債合計は、37,393百万円で、前連結会計年度末に比べ1,959百万円の減少となりました。流動負債は19,029百

万円で、前連結会計年度末に比べ3,616百万円増加しております。固定負債は18,363百万円で、前連結会計年度

末に比べ5,576百万円の減少となりました。主な要因は、固定負債に計上されていた長期借入金が流動負債の一

年内返済予定の長期借入金として振替えられたことによるものです。なお、当第２四半期連結会計期間末にお

ける有利子負債残高は24,443百万円と、前連結会計年度末に比べ2,304百万円の減少となりました。

　また、純資産は、10,552百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,158百万円の増加となりました。　

（７）経営者の問題認識と今後の方針について

　当第２四半期連結会計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はありません。

　経済の先行きが非常に不透明な状況下、当社グループの経営陣は当面の最大の目標を平成22年３月期の黒字

化に置き、引き続きその達成に邁進してまいります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2）設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類
　第２四半期会計期間末現在
　発行数（株）
（平成21年９月30日）

　提出日現在発行数（株）
（平成21年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 51,947,031 51,947,031
　　東京証券取引所

　　市場第一部

単元株式数

1,000株　

計 51,947,031 51,947,031 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

　当社は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき新株予約権を発行しております。

株主総会の特別決議日（平成17年６月28日）

 
第２四半期会計期間末現在
（平成21年９月30日）

新株予約権の数（個） 455

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） 　―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 　　 455,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり      　　　　 497（注）２，３

新株予約権の行使期間
自　平成24年７月１日

至　平成27年６月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　             497（注）３

資本組入額　             249（注）３

新株予約権の行使の条件

①新株予約権割当を受けた者のうち、中途退職者は新株予約

権を行使できない。

②新株予約権割当を受けた者が死亡した場合は新株予約権

を行使できない。

③新株予約権割当を受けた者が行使期間内に権利行使しな

かった場合は新株予約権を行使できない。

④新株予約権割当を受けた者が死亡した場合、相続人は権利

行使請求権を相続できない。

⑤新株予約権の質入その他一切の処分は認められない。

⑥その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決

議により決定し、当社の取締役、監査役、執行役員及び従業

員並びに子会社及び関連会社の取締役との間で締結する

新株予約権割当契約に定めるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―
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　（注）１　当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

だし、かかる調整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使されていない新株予約権の目的となる株式

の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとします。

調整後株式数＝調整前株式数×分割（または併合）の比率

また、①当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、②当社が他社と

株式交換を行い完全親会社となる場合、③当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認め

る株式数の調整を行うことができるものとします。

２　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げます。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株を発行する場合（時価発行として行う公募増資等、

新株予約権及び新株予約権証券の行使により株式を発行する場合を除く）は、次の算式により払込金額を調

整し、調整に生じる１円未満の端数は切り上げます。

 
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、①当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、②当社が他社と

株式交換を行い完全親会社となる場合、③当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認め

る払込金額の調整を行うことができるものとします。

３　新株予約権の行使時の払込金額は、平成21年５月12日付けの第三者割当増資により、１株当たり500円から497

円に調整されております。　

　

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高(百万円)

平成21年７月１日～

平成21年９月30日
－ 51,947,031－ 2,894 － 3,569

　

（５）【大株主の状況】

 平成21年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

凸版印刷㈱ 東京都台東区台東１－５－１ 3,514 6.76

昌栄印刷㈱ 大阪府大阪市生野区桃谷１－３－23 3,314 6.37

栄紙業㈱ 東京都中央区日本橋３－４－11 2,906 5.59

鈴與㈱ 静岡県静岡市清水区入船町11－１ 2,494 4.80

三井化学㈱ 東京都港区東新橋１－５－２ 2,439 4.69

㈱三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 1,979 3.81

井上　善雄 東京都千代田区 1,763 3.39

三弘㈱ 東京都中央区日本橋３－４－11 1,751 3.37

東紙業㈱ 東京都中央区日本橋３－４－11 1,688 3.25

㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,469 2.82

計 － 23,319 44.89

　（注）　　千株未満の端数は切り捨てて表示しております。　
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 　  　436,000 － －

完全議決権株式(その他) 普通株式　　51,379,000 51,379 －

単元未満株式 普通株式　 　　132,031 －
１単元(1,000株)

未満の株式

発行済株式総数 51,947,031 － －

総株主の議決権 － 51,379 －

　（注）　　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式38株が含まれております。

②【自己株式等】

 平成21年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数(株)

他人名義所有株
式数(株)

所有株式数の合
計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

㈱巴川製紙所
東京都中央区京橋

１－７－１
436,000 － 436,000 0.83

計 － 436,000 － 436,000 0.83

　（注）　　株主名簿上当社名義になっている株式は全て実質的に所有しております。　

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 257 215 269 253 253 243

最低（円） 197 194 199 198 219 212

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から

平成21年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平

成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四半

期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責

任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,365 3,203

受取手形及び売掛金 8,035 6,477

製品 6,660 7,857

仕掛品 69 76

原材料及び貯蔵品 2,044 2,158

その他 2,073 1,762

貸倒引当金 △23 △31

流動資産合計 23,226 21,504

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 9,482

※1
 9,726

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 6,764

※1
 7,370

その他（純額） ※1
 4,903

※1
 5,020

有形固定資産合計 21,151 22,117

無形固定資産 758 852

投資その他の資産

その他 ※2
 2,816

※2
 3,278

貸倒引当金 △5 △5

投資その他の資産合計 2,810 3,272

固定資産合計 24,719 26,242

資産合計 47,946 47,747

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,062 6,188

短期借入金 ※2
 2,144

※2
 2,391

1年内返済予定の長期借入金 6,725 3,135

未払法人税等 95 139

賞与引当金 374 308

その他 2,627 3,248

流動負債合計 19,029 15,413

固定負債

長期借入金 15,573 21,220

退職給付引当金 1,860 1,673

役員退職慰労引当金 105 127

負ののれん 45 53

その他 780 863

固定負債合計 18,363 23,940

負債合計 37,393 39,353
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 2,894 1,990

資本剰余金 3,585 2,689

利益剰余金 4,229 4,000

自己株式 △322 △277

株主資本合計 10,387 8,403

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 133 16

繰延ヘッジ損益 8 △21

為替換算調整勘定 △697 △662

評価・換算差額等合計 △555 △667

少数株主持分 721 657

純資産合計 10,552 8,394

負債純資産合計 47,946 47,747
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 22,735 20,444

売上原価 19,548 17,321

売上総利益 3,186 3,122

販売費及び一般管理費 ※
 3,374

※
 2,646

営業利益又は営業損失（△） △188 476

営業外収益

受取利息 47 21

受取配当金 20 15

為替差益 99 －

負ののれん償却額 8 8

持分法による投資利益 11 －

補助金収入 － 171

その他 115 120

営業外収益合計 302 338

営業外費用

支払利息 343 252

為替差損 － 33

持分法による投資損失 － 11

その他 71 51

営業外費用合計 415 349

経常利益又は経常損失（△） △300 465

特別利益

固定資産売却益 8 1

国庫補助金 351 －

その他 9 1

特別利益合計 369 2

特別損失

減損損失 164 －

たな卸資産評価損 400 －

固定資産除却損 － 12

その他 280 24

特別損失合計 844 36

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△776 431

法人税、住民税及び事業税 160 60

法人税等調整額 △450 81

法人税等合計 △289 142

少数株主利益 32 60

四半期純利益又は四半期純損失（△） △519 228
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
　至　平成21年９月30日)

売上高 11,543 10,473

売上原価 9,887 8,908

売上総利益 1,656 1,565

販売費及び一般管理費 ※
 1,639

※
 1,262

営業利益 17 303

営業外収益

受取利息 22 18

受取配当金 1 0

為替差益 3 26

負ののれん償却額 4 4

持分法による投資利益 2 －

補助金収入 － 73

その他 75 67

営業外収益合計 109 190

営業外費用

支払利息 192 132

持分法による投資損失 － 10

その他 34 31

営業外費用合計 227 173

経常利益又は経常損失（△） △100 320

特別利益

固定資産売却益 0 0

その他 3 0

特別利益合計 3 0

特別損失

減損損失 164 －

固定資産除却損 － 2

その他 39 8

特別損失合計 203 10

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△299 310

法人税、住民税及び事業税 107 48

法人税等調整額 △136 49

法人税等合計 △29 98

少数株主利益 1 37

四半期純利益又は四半期純損失（△） △271 174
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△776 431

減価償却費 1,884 1,330

減損損失 164 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 △7

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △63 △22

退職給付引当金の増減額（△は減少） △197 186

受取利息及び受取配当金 △67 △37

支払利息 343 252

為替差損益（△は益） △44 2

たな卸資産評価損 400 －

有形固定資産売却損益（△は益） △8 △1

補助金収入 △351 △171

売上債権の増減額（△は増加） △171 △1,593

たな卸資産の増減額（△は増加） △63 1,234

仕入債務の増減額（△は減少） △37 859

その他 △1,497 △523

小計 △494 1,942

利息及び配当金の受取額 73 49

利息の支払額 △382 △269

法人税等の支払額 △207 △115

法人税等の還付額 － 200

その他の収入 35 171

その他の支出 △7 △7

営業活動によるキャッシュ・フロー △983 1,971

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △16

定期預金の払戻による収入 － 711

有形固定資産の取得による支出 △1,049 △413

有形固定資産の売却による収入 14 1

有形固定資産の売却に係る手付金収入 863 －

補助金の受取額 351 －

投資有価証券の取得による支出 △3 △3

投資有価証券の売却による収入 9 4

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

124 －

その他 △31 15

投資活動によるキャッシュ・フロー 278 300
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,218 △124

長期借入れによる収入 2,126 486

長期借入金の返済による支出 △3,901 △2,583

社債の償還による支出 △500 －

株式の発行による収入 － 1,799

自己株式の取得による支出 △0 △0

少数株主への配当金の支払額 △11 －

その他 47 △64

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,021 △486

現金及び現金同等物に係る換算差額 19 72

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,706 1,858

現金及び現金同等物の期首残高 4,064 2,445

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,357

※
 4,303
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年４月１日

　　至　平成21年９月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「固定資産除却損」は当第２四半期連結累計期間において特別損失の総額の100分の20を超えることとなりましたの

で、区分掲記しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間は、特別損失の「その他」に47百万円含まれております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書）

　「定期預金の預入による支出」は当第２四半期連結累計期間において重要性が増加したので、区分掲記しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間は、「投資活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に10百万円含まれておりま

す。　

　

当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年７月１日

　　至　平成21年９月30日）

（四半期連結貸借対照表）

　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第

50号）の適用に伴い、前第２四半期連結会計期間末において、「製品」「半製品」として掲記されていたものは、当第２

四半期連結会計期間末は「製品」と一括して掲記しております。なお、当第２四半期連結会計期間末に含まれる「製品」

「半製品」は、それぞれ3,751百万円、2,908百万円であります。

　また、前第２四半期連結会計期間末において、「原材料」と流動資産の「その他」に含めていた「貯蔵品」（421百万

円）は、当第２四半期連結会計期間末は「原材料及び貯蔵品」と一括して掲記しております。なお、当第２四半期連結会

計期間末に含まれる「原材料」「貯蔵品」は、それぞれ1,664百万円、379百万円であります。

（四半期連結損益計算書）

　「固定資産除却損」は当第２四半期連結会計期間において特別損失の総額の100分の20を超えることとなりましたの

で、区分掲記しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間は、特別損失の「その他」に27百万円含まれております。　
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【簡便な会計処理】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

　税金費用の算定方法 当第２四半期連結累計期間の法人税等の納付税額の算定に関しては、加味

する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法によっており

ます。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

該当事項はありません。

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、38,708百万円であ

ります。　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、37,905百万円であ

ります。　

※２　投資その他の資産の「その他」には消費貸借契約に

より貸し付けている有価証券222百万円が含まれて

おります。なお、当該取引による借入金は流動負債の

「短期借入金」に含まれており、その金額は130百万

円であります。

※２　投資その他の資産の「その他」には消費貸借契約に

より貸し付けている有価証券195百万円が含まれて

おります。なお、当該取引による借入金は流動負債の

「短期借入金」に含まれており、その金額は130百万

円であります。

　３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行20行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。

　　　当四半期連結会計期間末における当座貸越契約及び貸

出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のと

おりであります。

　３　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため

取引銀行21行と当座貸越契約及び貸出コミットメン

ト契約を締結しております。

　　　当連結会計年度末における当座貸越契約及び貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおり

であります。

当座貸越極度額及び貸出コミットメ

ントの総額
11,200百万円

借入実行残高 11,200

差引額 －

当座貸越極度額及び貸出コミットメ

ントの総額
17,200百万円

借入実行残高 17,200

差引額 －
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 637百万円

賞与引当金繰入額　 79  

退職給付費用　 69  

役員退職慰労引当金繰入額　 11  

減価償却費　 90  

研究開発費　 892  

給料手当 478百万円

賞与引当金繰入額　 51  

退職給付費用　 99  

役員退職慰労引当金繰入額　 19  

減価償却費　 66  

研究開発費　 609  

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料手当 286百万円

賞与引当金繰入額　 58  

退職給付費用　 50  

役員退職慰労引当金繰入額　 9  

減価償却費　 41  

研究開発費　 356  

給料手当 227百万円

賞与引当金繰入額　 29  

退職給付費用　 51  

役員退職慰労引当金繰入額　 6  

減価償却費　 32  

研究開発費　 244  

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係　

（平成20年９月30日現在）

（百万円）

（平成21年９月30日現在）

（百万円）

現金及び預金残高 2,413

預入期間が３か月を超える定期預金 △55

現金及び現金同等物 2,357

　

現金及び預金残高     4,365

預入期間が３か月を超える定期預金     △62

現金及び現金同等物     4,303

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　51,947千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　 931千株

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

４．株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成21年５月12日付で、凸版印刷株式会社、三井化学株式会社、鈴與株式会社及び昌栄印刷株式会社

から第三者割当増資の払込を受けました。この結果、第１四半期連結会計期間において、資本金が904百万円、資

本準備金が895百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末において資本金が2,894百万円、資本準備金が3,569

百万円となっております。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 

プラスチッ
ク材料加工
事業
（百万円）

製紙・塗工
紙関連事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 7,345 4,122 76 11,543 － 11,543

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
9 0 273 283 (283)　 －

計 7,354 4,123 349 11,827 (283)　 11,543

営業利益又は営業損失（△） 27 △35 11 3 13 17

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 

プラスチッ
ク材料加工
事業
（百万円）

製紙・塗工
紙関連事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 6,888 3,558 26 10,473 － 10,473

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
3 176 242 422 (422) －

計 6,892 3,735 269 10,896 (422) 10,473

営業利益又は営業損失（△） 317 △38 7 286 16 303
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前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 

プラスチッ
ク材料加工
事業
（百万円）

製紙・塗工
紙関連事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 14,214 8,363 157 22,735 － 22,735

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
8 0 562 571 (571)　 －

計 14,223 8,364 719 23,307 (571)　 22,735

営業利益又は営業損失（△） △333 61 42 △229 41 △188

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 

プラスチッ
ク材料加工
事業
（百万円）

製紙・塗工
紙関連事業
（百万円）

その他の事業
（百万円）

計
（百万円）

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                         

(1）外部顧客に対する売上高 13,403 6,988 53 20,444 － 20,444

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
3 312 492 809 (809) －

計 13,407 7,301 545 21,253 (809) 20,444

営業利益又は営業損失（△） 495 △70 11 435 40 476

 (注)１　事業区分の方法

事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各事業の主な製品

(1）プラスチック材料加工事業………ＦＰＤ向け光学フィルム、電子部品材料、化成品（トナー）

(2）製紙・塗工紙関連事業……………洋紙、情報メディア製品、機能紙

(3）その他の事業………………………物流サービス、その他
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 9,729 1,138 205 469 11,543 － 11,543

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
636 146 0 166 949 (949)　 －

計 10,3651,285 206 635 12,493(949)　 11,543

営業利益又は営業損失（△） △60 79 4 20 44 △27 17

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 8,595 1,054 286 537 10,473 － 10,473

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
767 65 － 59 893 (893) －

計 9,363 1,120 286 597 11,367 (893)10,473

営業利益又は営業損失（△） 318 0 6 13 339 △36 303

　

EDINET提出書類

株式会社巴川製紙所(E00650)

四半期報告書

23/30



前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 18,9992,251 503 980 22,735 － 22,735

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,244 295 1 99 1,639(1,639)　 －

計 20,2432,546 504 1,08024,375(1,639)　 22,735

営業利益又は営業損失（△） △415 146 8 77 △182 △5 △188

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 
日本

（百万円）
北米

（百万円）
欧州

（百万円）
アジア
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                             

(1）外部顧客に対する売上高 16,7842,048 581 1,03020,444 － 20,444

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,524 245 0 123 1,893(1,893) －

計 18,3092,293 581 1,15422,338(1,893)20,444

営業利益又は営業損失（△） 422 2 15 64 504 △28 476

 (注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1) 北米：アメリカ

(2) 欧州：オランダ

(3) アジア：中国
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 860 534 1,350 184 2,929

Ⅱ　連結売上高（百万円） －　 －　 －　 －　 11,543

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
7.5 4.6 11.7 1.6 25.4

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年７月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 667 729 1,650 101 3,148

Ⅱ　連結売上高（百万円）  －　　　　  －  －  － 10,473

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
6.4 7.0 15.7 1.0 30.1

前第２四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日）

 北米 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,849 1,077 2,625 291 5,843

Ⅱ　連結売上高（百万円） －　 －　 －　　 －　 22,735

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
8.1 4.7 11.6 1.3 25.7

当第２四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）

 北米 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,377 1,441 3,227 212 6,258

Ⅱ　連結売上高（百万円）  －  －  －  － 20,444

Ⅲ　海外売上高の連結売上高に占

める割合（％）
6.7 7.1 15.8 1.0 30.6

 (注)１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1）北米：アメリカ

(2）欧州：イギリス

(3）アジア：中国

(4) その他の地域：南米他

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　

（有価証券関係）

　企業集団の事業の運営において重要ではないため、記載しておりません。

　

（デリバティブ取引関係）

　企業集団の事業の運営において重要ではないため、記載しておりません。

　

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年９月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 192.71円 １株当たり純資産額 182.22円

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 12.24円 １株当たり四半期純利益金額 4.66円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △519 228

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は普通株式に係る

四半期純損失（△）（百万円）
△519 228

期中平均株式数（株） 42,456,261 49,082,657

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額 6.40円 １株当たり四半期純利益金額 3.43円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　（注）１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） △271 174

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は普通株式に係る

四半期純損失（△）（百万円）
△271 174

期中平均株式数（株） 42,455,634 51,016,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　著しい変動がないため、記載しておりません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年11月14日

株式会社巴川製紙所

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木下　邦彦　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 河西　秀治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大津　素男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社巴川製紙所

の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社巴川製紙所及び連結子会社の平成20年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年11月13日

株式会社巴川製紙所

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 木下　邦彦　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 河西　秀治　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大津　素男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社巴川製紙所

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社巴川製紙所及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状態、

同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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